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２　民間給与等の調査

(1)　調査の概要

例年、本委員会は、職員と民間の給与を精確に比べるため、人事院や全国の人事委員会と共同で「職種別民間給与実態調査」（以下「「民調」」という。）を行っている。

本年は、府内所在の4,810事業所を母集団とし、このうち734事業所を抽出し、調査にあたったところであり、調査事業所の協力のもと、調査を完了した615事業所（完了率84.9％（※））に勤務する76職種、35,585人分の４月分給与のデータを得ることができた。      　　　 （資52頁：第16表）

(2)　調査結果

ア　平均給与（月例給）

調査対象従業員の平均給与月額（｢きまって支給する給与｣から時間外手当及び通勤手当を除いた額）は、事務部長695,461円（平均年齢52.6歳）、事務課長572,218円（同49.4歳）、事務係長411,746円（同45.4歳）、事務係員293,671円（同36.8歳）となっている。

また、初任給は、新卒事務員・技術者の平均で、大学卒205,805円、高校卒170,729円となっており、新卒者の採用を行った事業所のうち初任給を増額した事業所の割合は、大学卒で47.4％、高校卒で49.1％となっている。　　　　　　（資54頁：第17表、資65頁：第18表、資66頁：第19表）
イ　家族手当

家族手当（扶養手当）制度がある事業所（77.7％）のうち、家族手当を配偶者に支給する事業所の割合は82.5％、子に支給する事業所の割合は98.9％となっている。
家族手当制度があるとした事業所の受給者１人当たりの支給月額は、配偶者のみの場合13,171円、配偶者と子１人の場合18,747円、配偶者と子２人の場合23,975円となっている。　　　　　　　　（資66頁：第20表）

ウ　住宅手当

住宅手当（住居手当）を支給する事業所の割合は59.1％、支給しない事業所の割合は40.9％となっている。

借家・借間居住者に対する住宅手当月額の最高支給額の中位階層は、25,000円以上26,000円未満となっている。　　　　 （資66頁：第21表）

エ　特別給

前年８月から当年７月までの１年間に支払われた賞与及び臨時給与など特別給の１人当たり平均支給額は、平均給与月額の4.50月分に相当している。

また、賞与に占める考課査定分の割合は、課長級が50.7％、一般の従業員（係員）が44.6％となっている。      　（資67頁：第22表・第23表）
オ　給与改定等
一般の従業員（係員）について、ベースアップを実施した事業所の割合が45.2％、ベース改定を中止した事業所の割合が9.2％、ベース改定の慣行のない事業所の割合が45.4％となっており、ベースダウンについては実施した事業所は0.2％だった。また、一般の従業員（係員）について、定期昇給の実施状況をみると、定期昇給を実施した事業所の割合が88.4％（昨年に比べて増額24.1％、減額4.9％、変化なし59.4％）、定期昇給を停止した事業所の割合が1.4％となっている。　 （資67頁：第24表・第25表）
※「完了率」の算出方法は…


調査対象の734事業所のうち、調査実施時点において、企業規模又は事業所規模が調査対象外となる事業所等が10所判明したので、これを除いた724事業所に占める調査完了事業所615所の割合を完了率としている。
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